
化し、有事に備えた運用体制を整えておくことで、危機時の迅
速な切り替えができる。その際、マルチモーダル輸送の活用も
検討されるが、実際に貨物を動かし、輸送キャリアや現地エー
ジェント、日本のフォワーダーなどと連携しながら、複数の輸送
モードを跨いだ流れを検証するところまでやることが必要。

先月、インドのアーメダバードを離陸したエア・インディア機
が離陸直後に墜落し、死者は270名にのぼるという悲惨な事故が
起きました。被害者の方々のご冥福をお祈りします。こうした事
故が起こることのないよう、航空輸送にかかわる事業者には厳
格な安全対策が求められます。安心できるサービスを前提に、
世界をつなぐ航空輸送は拡大しています。2024年の世界の空港
利用者数統計（国内線を含む）をみると、１位は米アトランタ空
港、４位に羽田空港、そして９位にニューデリー空港がランク
イン。インド政 府は、国内のconnectivityを高めるため、
UDAN政策を実施。これは、インドの中小都市の空港の新設・
改修を支援しつつ、中小都市と大都市をつなぐフライトを安く

（フライト１時間あたり2500ルピー、約4300円）利用可能にする
政策です。日本では東京－名古屋間が約１時間のフライトです
が、1万 円は 確 実 に 超 えます。 航 空 会 社 にはValue Gap 
Fundingを通じた補助を出し、料金割引を政府が負担。こうし
た政策のもとで、インドの空港数は、2014年74空港から現在は
159空港に増加。中小規模の都市に行きやすくして、観光産業の
活性化や空港ビジネスの拡大を目指していました。エア・イン
ディアはこうした政策を背景にフライトを増やし、事故の１週間
前には、同社が24年度営業黒字化を発表したばかり。タタ財閥
の苦闘は続くことになります。

 専務理事　五辺 和茂

今月は、「国際輸送」特集です。コロナ下で収縮した空港利
用者数は急速に拡大し、昨年度の成田空港の国際線外国人旅客
数は過去最多になりましたが、ウクライナ侵攻による飛行エリア
制限は旅行者に長時間のフライトを強いています。こうした不測
の事態が起きると、航空網はさまざまな影響を受けます。輸送
会社や物流事業者のご苦労が想像できます。世界が不安定化す
るなか、どのような課題が浮き彫りになってきているか、今月の
特集記事から貴重なご指摘を紹介します。

〇世界を空でつなぐグローバル・ネットワークは、重要度の高い
４%程度の空港が機能不全になると、その規模が半減以下に
縮小する。日本は米・韓の空港を経由して世界とつながって
おり、実は世界とのつながりの強度に課題がある。

〇海運業界では、段階的にGHG削減基準は厳格化され、2040
年には現在よりGHG強度の65％削減が求められる。ゼロエミ
燃料の商業供給が限定的かつ高コストのため、制度発効当初
はバイオ燃料が現実的な唯一の選択肢になるだろう。

〇操業・建設中を含むバイオメタノール等の生産能力は2030年に
350万トン。バイオ燃料は重油船での需要増加が見込まれ、い
かに海運分野で供給量を確保できるかが課題だ。

〇日本企業のグローバルな調達や販売活動は、海運に支えられ
ている。「太平洋航路」「アジア－スエズ運河－欧州航路」「東南
アジア航路」の３輸送ルートへの依存度が高い。ここで何ら
かの運航障害が発生すると、迂回ルートの確保は困難。

〇民間企業は、需要変動やリスクを踏まえた多様な輸送シナリオ
を設計し、複数の港湾や航路を平時から活用して運用を分散
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